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平成 18年３月期  第３四半期財務・業績の概況（連結）     平成 18年２月 10日 
 

上場会社名 ツインバード工業㈱ （コード番号：６８９７ 東証第２部） 
（ＵＲＬ http://www.twinbird.jp/ ）   
問合せ先 代表者 代表取締役社長 野水 重勝 ＴＥＬ：（０２５６）９２－６１１１ 
 責任者 経理部長    太中 秀夫  
 

１．四半期業績の概況の作成等に係る事項  

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
  ・引当金の計上基準等については、一部簡便的な方法を採用しております。 
  ・法人税等の算出方法については、法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しております。 
  ・棚卸資産の評価方法については、実地棚卸は実施せず帳簿棚卸を採用しております。 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 

 

２．平成 18 年３月期第３四半期業績の概況（平成 17年３月 26 日 ～ 平成 17 年 12月 25日） 

（１）経営成績（連結）の進捗状況 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18 年３月期第３四半期 14,199 9.0 56 △77.5 188 12.5 25 － 

17 年３月期第３四半期 13,031 △4.9 250 － 167 － △171 － 

（参考）17年３月期 17,563  237  160  △232  

 

 
１株当たり四半期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり四半期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

  

 円 銭  円 銭      

18 年３月期第３四半期 2.80 －     

17 年３月期第３四半期 △18.98 －     

（参考）17年３月期 △25.73 －     

（注）  売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。 
 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期の経済情勢は、全体としては堅調な回復軌道にあり、個人消費に回復の兆しも見られますが、

原油価格をはじめとする原材料の高騰等先行きが懸念されています。当社グループが属する小物家電市場、

ギフト市場では、個人消費の伸び悩みと海外製品の輸入増加による価格競争が一段と激化し、厳しい状況が

続きました。 

当社グループの当第３四半期の売上高は 14,199 百万円（前年同期比 1,168 百万円増、9.0％増）となりま

した。これは当社の営業力の強化、及び連結子会社北日本物産㈱のフリーチョイスカタログ販売の増加によ

るものです。 

収益面では、営業利益は 56百万円（前年同期比 193 百万円減）、経常利益は 188百万円（同比 20百万円増）、

純利益は 25 百万円（同比 196百万円増）となりました。競合激化による販売価格の低下に加え、急激な円安

による調達コストの増加、及び取引先の任意整理に伴う損失等により営業利益は前年同期を下回りましたが、

北日本物産㈱のカタログ販売の伸張に伴う収益の増加により、経常利益は前年同期比増益となりました。 

新冷却技術によるＦＰＳＣ事業は、市場開拓に所期の成果が見られない中で、海外大手企業から開発委託

を受けているＳＣ技術を応用した新技術の共同開発の促進に注力しております。
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（２）財政状態（連結）の変動状況 （百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円  百万円  ％   円 銭  

18 年３月期第３四半期 15,290  4,937  32.3 546.74 

17 年３月期第３四半期 14,684  4,730  32.2 523.89 

（参考）17年３月期 14,397  4,752  33.0 526.28 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期末における総資産は 15,290 百万円で、前年同期末残高 14,684 百万円に対し 606 百万円増加

しました。内訳は資産 606百万円、負債 380百万円、少数株主持分 19百万円、資本 206百万円の各増加とな

っております。資産増加 606 百万円の内訳は、投資有価証券の評価替による増加 400 百万円、棚卸資産 150

百万円、現金預金 140百万円の各増加です。負債の増加 380百万円の主な内訳は、退職給付引当金55 百万円、

社債 140 百万円、及び有価証券の評価益見合の繰延税金負債162百万円の各増加です。 

なお、前連結会計年度末（平成 17 年３月末）総資産残高 14,397 百万円に対しては 892 百万円の増加とな

りました。資産の主な増減は評価替による投資有価証券 261 百万円の増加、有形固定資産 121 百万円、現金

預金 114 百万円の各増加です。負債の主な増減は支払手形及び買掛金 388 百万円、社債 160 百万円、繰延税

金負債 107百万円の各増加、及び長短借入金 172 百万円の減少です。 

 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 （百万円未満切捨） 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円  百万円  百万円  百万円  

18 年３月期第３四半期 534  △344  △16  617  

17 年３月期第３四半期 △236  △322  515  427  

（参考）17年３月期 △131  △364  469  444  

 

［連結キャッシュ・フローの状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期末の現金及び現金同等物の残高は 617百万円で、前連結会計年度末残高の444百万円に対し、

173 百万円増加しました。 

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは 534 百万円の収入超過となりました。仕入債務 388 百万円、減価償

却費 313 百万円、税金等調整前四半期純利益 153 百万円等による資金の増加に対し、売上債権の増加 325 百

万円、賞与引当金の減少 86 百万円、その他流動資産の増加 65百万円、棚卸資産の増加 43百万円等の資金の

減少によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得 418 百万円等により 344 百万円の支出超

過となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金の返済 172 百万円等により 16百万円の支出超過となり

ました。 
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（４）連結及び個別業績予想 

平成 17年 11月４日付にて発表した、当社グループの平成 18年３月期通期の連結及び個別業績予想

を下記のとおり修正いたします。 

 

 

平成 18年３月期通期連結業績予想（平成 17年３月 26日～平成 18 年３月 25 日） （百万円未満切捨） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 円 銭  

通 期 今回の予想 18,900 △85 △185 △20.49 

前回の予想 18,500 300 150 16.61 

増減率（％） 2.2 － － － 

 

当第３四半期の連結決算業績は、連結子会社北日本物産㈱の業績は順調に推移していますが、ツインバ

ード工業㈱の業績悪化により、通期の連結業績予想（平成 17 年 11 月４日発表）を修正いたします。 

 

 

平成 18年３月期通期個別業績予想（平成 17年３月 26日～平成 18 年３月 25 日） （百万円未満切捨） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

１株当たり 
年間配当 

 百万円 百万円 百万円 円 銭  円 銭  

通 期 今回の予想 12,210 △340 △320 △35.44 － 

前回の予想 12,300 70 35 3.88 2.50 

増減率（％） △0.7 － － － － 

 

当社の通期の業績予想は、売上高は前回の予想を若干下回る見込であります。収益は急激な円安による

調達コストの増加（110 百万円）、取引先アスカの任意整理に伴う在庫品他不良資産の処分（120 百万円）、

競争激化に伴う利益率の低下（170 百万円）等の要因により悪化する見通しであることから、通期の個別

業績予想（平成 17 年 11月４日発表）を修正いたします。 

なお、現時点の業績見通しから、当会計年度の配当は無配とさせていただきます。 
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１．（要約）四半期連結貸借対照表 

 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期
第３四半期末） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期
第３四半期末） 

増  減 
（参考） 

平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金 額 増減率 金  額 
      

（ 資 産 の 部 ）    ％  

Ⅰ 流 動 資 産      

現 金 預 金 1,479,503 1,339,364   1,365,341 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,145,026 4,342,158   4,189,388 

棚 卸 資 産 3,412,376 3,261,781   3,369,016 

繰 延 税 金 資 産 2,632 14,512   6,461 

そ の 他 340,161 485,924   334,365 

貸 倒 引 当 金 △21,943 △255,960   △411,735 

流動資産合計 9,357,758 9,187,781 169,976 1.9 8,852,836 

Ⅱ 固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産      

建 物 及 び 構 築 物 1,260,351 1,288,245   1,262,822 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 169,075 193,690   189,926 

土 地 2,243,573 2,148,707   2,148,707 

建 設 仮 勘 定 6,543 25,424   4,686 

そ の 他 739,166 716,889   691,525 

有形固定資産合計 4,418,711 4,372,958 45,752 1.0 4,297,668 

無 形 固 定 資 産 48,103 49,216 △1,113 △2.3 49,427 

投 資 そ の 他 の 資 産      

投 資 有 価 証 券 1,128,876 728,866   867,846 

繰 延 税 金 資 産 31,808 24,030   28,770 

そ の 他 786,598 408,589   391,752 

貸 倒 引 当 金 △481,653 △87,260   △90,809 

投資その他の資産合計 1,465,629 1,074,227 391,401 36.4 1,197,560 

固定資産合計 5,932,443 5,496,402 436,041 7.9 5,544,656 

資産合計 15,290,202 14,684,184 606,017 4.1 14,397,492 
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 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期
第３四半期末） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期
第３四半期末） 

増  減 
（参考） 

平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金 額 増減率 金  額 
      

（ 負 債 の 部 ）    ％  

Ⅰ 流 動 負 債      

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,641,627 2,575,079   2,253,395 

短 期 借 入 金 1,737,570 1,813,600   1,854,997 

１ 年 以 内 返 済 予 定 
長 期 借 入 金 

1,364,753 1,043,348   1,103,609 

１年以内償還予定社債 80,000 40,000   40,000 

未 払 法 人 税 等 77,809 17,048   17,590 

未 払 消 費 税 等 26,639 40,108   8,659 

賞 与 引 当 金 29,573 29,250   116,000 

リ コ ー ル損 失 引 当 金 3,321 97,071   18,000 

債 務 保 証 損 失 引 当 金 49,280 －   52,540 

そ の 他 1,064,869 951,119   887,457 

流動負債合計 7,075,445 6,606,627 468,817 7.1 6,352,248 

Ⅱ 固 定 負 債      

社 債 240,000 140,000   120,000 

長 期 借 入 金 2,092,353 2,536,660   2,408,934 

繰 延 税 金 負 債 252,289 89,434   145,176 

退 職 給 付 引 当 金 251,247 195,634   209,983 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 281,536 263,142   270,439 

そ の 他 25,017 5,905   24,114 

固定負債合計 3,142,443 3,230,778 △88,334 △2.7 3,178,648 

負債合計 10,217,888 9,837,406 380,482 3.9 9,530,896 

      

（ 少 数 株 主 持 分 ）      

少 数 株 主 持 分 135,284 116,022 19,261 16.6 114,274 

      

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金 1,742,400 1,742,400 － － 1,742,400 

資 本 剰 余 金 1,748,600 1,748,600 － － 1,748,600 

利 益 剰 余 金 1,100,462 1,136,148 △35,685 △3.1 1,075,189 

その他有価証券評価差額金 345,832 103,607 242,225 233.8 186,132 

自 己 株 式 △266 － △266 － － 

資本合計 4,937,028 4,730,755 206,273 4.4 4,752,321 

負債、少数株主持分及び資本合計 15,290,202 14,684,184 606,017 4.1 14,397,492 
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２．（要約）四半期連結損益計算書 

 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期

第３四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期

第３四半期） 
増  減 

（参考） 
平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金 額 増減率 金  額 

    ％  

Ⅰ 売 上 高 14,199,803 13,031,158 1,168,645 9.0 17,563,541 

Ⅱ 売 上 原 価 10,945,222 9,826,637 1,118,585 11.4 13,339,684 

売 上 総 利 益 3,254,581 3,204,521 50,060 1.6 4,223,857 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,198,392 2,954,483 243,909 8.3 3,986,173 

営 業 利 益 56,188 250,037 △193,848 △77.5 237,683 

Ⅳ 営 業 外 収 益 369,401 141,979 227,422 160.2 217,033 

Ⅴ 営 業 外 費 用 237,544 224,827 12,716 5.7 294,078 

経 常 利 益 188,046 167,189 20,856 12.5 160,639 

Ⅵ 特 別 利 益 3,578 28,490 △24,912 △87.4 24,573 

Ⅶ 特 別 損 失 37,888 280,984 △243,095 △86.5 329,903 

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期（当
期）純損失（△） 

153,736 △85,304 239,040 － △144,690 

法人税、住民税及び事業税 105,366 71,155 34,210 48.1 71,703 

法 人 税 等 調 整 額 △947 △4,142 3,194 － △1,263 

少 数 株 主 利 益 24,044 19,070 4,974 26.1 17,216 

四半期純利益又は四半期（当
期）純損失（△） 

25,272 △171,387 196,660 － △232,346 

 

 

３．四半期連結剰余金計算書 

 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期

第３四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期

第３四半期） 
増  減 

（参考） 
平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金 額 増減率 金  額 

    ％  

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高 1,748,600 1,748,600 － － 1,748,600 

Ⅱ．資本剰余金期末残高 1,748,600 1,748,600 － － 1,748,600 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高 1,075,189 1,307,535 △232,346 △17.8 1,307,535 

Ⅱ．利益剰余金増加高      

 １．当期純利益 25,272 － 25,272 － － 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

 １．当期純損失 － 171,387 △171,387 － 232,346 

Ⅳ．利益剰余金期末残高 1,100,462 1,136,148 △35,685 △3.1 1,075,189 
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４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期

第３四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期

第３四半期） 

（参考） 
平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金  額 
    
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前
四半期（当期）純損失（△） 

153,736 △85,304 △144,690 

  減価償却費 313,836 361,315 485,108 

  貸倒引当金の増加額 1,051 57 159,383 

  賞与引当金の増加額（△減少額） △86,426 △83,750 3,000 

  退職給付引当金の増加額 41,264 39,260 53,608 

  役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） 11,097 △159,407 △152,110 

リコール損失引当金の増加額（△減少額） △14,678 97,071 18,000 

債務保証損失引当金の増加額（△減少額） △3,260 － 52,540 

  保証債務の減少額 △318 △2,421 △751 

  受取利息及び受取配当金 △15,917 △13,747 △14,065 

  支払利息 74,116 73,117 97,325 

  為替差損（△差益） 592 △287 368 

  投資有価証券売却損 － 691 691 

  有価証券評価損 8,836 － － 

  固定資産売却益 － △18,975 △18,272 

固定資産売却損 － － 1,627 

固定資産処分損 3,698 4,939 8,994 

  ゴルフ会員権評価損 － － 14,999 

  その他損益 － 0 0 

  売上債権の減少額（△増加額） △325,738 37,105 173,427 

  棚卸資産の増加額 △43,360 △31,866 △139,100 

  その他流動資産の増加額 △65,848 △231,184 △63,815 

  仕入債務の増加額（△減少額） 388,231 △38,781 △360,466 

  その他流動負債の増加額（△減少額） 194,292 13,422 △82,456 

小  計 635,207 △38,743 93,347 

  利息及び配当金の受取額 15,928 13,974 14,287 

  利息の支払額 △71,392 △73,886 △100,857 

  法人税等の支払額 △45,147 △137,949 △137,956 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 534,595 △236,605 △131,180 
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 （単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期

第３四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年３月期

第３四半期） 

（参考） 
平成 17 年３月期 区    分 

金  額 金  額 金  額 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

  定期預金の預入による支出 △992,305 △1,417,402 △1,349,157 

  定期預金の払戻による収入 1,051,302 1,400,400 1,323,154 

  有形固定資産の取得による支出 △418,068 △307,265 △353,633 

  有形固定資産の売却による収入 － 41,825 42,400 

  投資有価証券の取得による支出 △833 △753 △928 

  投資有価証券の売却による収入 － 4,000 4,000 

  短期貸付金の実行による支出 △113,000 △211,000 △262,000 

  短期貸付金の返済による収入 101,128 182,000 220,000 

  その他投資活動による支出 △18,252 △22,996 △23,201 

  その他投資活動による収入 45,885 8,397 35,010 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △344,142 △322,795 △364,354 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

  短期借入金の純増加額（△減少額） △117,426 105,928 147,325 

  長期借入金の返済による支出 △878,437 △766,686 △1,034,151 

  長期借入による収入 823,000 1,000,000 1,200,000 

社債の償還による支出 △40,000 △20,000 △40,000 

  社債の発行による収入 200,000 200,000 200,000 

  自己株式の取得による支出 △266 － － 

  配当金の支払額 △54 △45 △211 

  少数株主への配当金の支払額 △3,516 △3,516 △3,516 

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,700 515,680 469,446 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △592 287 △368 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 173,159 △43,432 △26,456 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 444,404 470,860 470,860 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 617,564 427,428 444,404 
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５．セグメント情報 

 ［事業の種類別セグメント情報］ 

 

当四半期（平成 18 年３月期第３四半期） （単位：千円） 

区 分 家電製品事業 商事関連事業 健康機器事業 その他事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高 7,896,760 5,003,325 592,512 707,205 14,199,803 － 14,199,803 

営業費用 7,587,443 4,873,180 504,569 656,408 13,621,601 522,013 14,143,614 

営業利益 309,317 130,144 87,943 50,797 578,202 △522,013 56,188 

（注）１．事業区分は、製品の種類及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1) 家電製品事業………蛍光灯デスクスタンド、コーヒーメーカー・グリル鍋・ジューサーミキ

サー・フードプロセッサー等調理家電、クリーナー、防水液晶テレビ、防

水ＣＤプレーヤー、空気清浄機、アイロン、ポータブルクーラーボックス 

(2) 商事関連事業………フリーチョイス・カタログ販売、酒類 

(3) 健康機器事業………ハンドマッサージャー、フットマッサージャー、シートマッサージャー 

(4) その他事業…………時計、キッチンタイマー、多機能ランタン 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 522,013 千円であり、当

社の総務、経理、経営企画及び商品開発に係る費用であります。 

 

 

前年同四半期（平成 17年３月期第３四半期） （単位：千円） 

区 分 家電製品事業 商事関連事業 健康機器事業 その他事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高 7,445,581 4,161,173 673,123 751,278 13,031,158 － 13,031,158 

営業費用 6,912,601 4,019,834 573,717 702,988 12,209,141 571,979 12,781,120 

営業利益 532,980 141,339 99,406 48,290 822,017 △571,979 250,037 

（注）１．事業区分は、製品の種類及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1) 家電製品事業………蛍光灯デスクスタンド、コーヒーメーカー・グリル鍋・ジューサーミキ

サー・フードプロセッサー等調理家電、クリーナー、防水液晶テレビ、防

水ＣＤプレーヤー、空気清浄機、アイロン、ポータブルクーラーボックス 

(2) 商事関連事業………フリーチョイス・カタログ販売、酒類 

(3) 健康機器事業………ハンドマッサージャー、フットマッサージャー、シートマッサージャー 

(4) その他事業…………時計、キッチンタイマー、多機能ランタン 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 571,979 千円であり、当

社の総務、経理、経営企画及び商品開発に係る費用であります。 
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（参考）前連結会計年度（平成 17年３月期） （単位：千円） 

区 分 家電製品事業 商事関連事業 健康機器事業 その他事業 計 消去又は全社 連 結 

売上高 10,258,327 5,532,809 841,952 930,451 17,563,541 － 17,563,541 

営業費用 9,695,955 5,398,966 729,413 926,436 16,750,771 575,086 17,325,857 

営業利益 562,371 133,843 112,539 4,015 812,770 △575,086 237,683 

（注）１．事業区分は、製品の種類及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1) 家電製品事業………蛍光灯デスクスタンド、コーヒーメーカー・グリル鍋・ジューサーミキ

サー・フードプロセッサー等調理家電、クリーナー、防水液晶テレビ、防

水ＣＤプレーヤー、空気清浄機、アイロン、ポータブルクーラーボックス 

(2) 商事関連事業………フリーチョイス・カタログ販売、酒類 

(3) 健康機器事業………ハンドマッサージャー、フットマッサージャー、シートマッサージャー 

(4) その他事業…………時計、キッチンタイマー、多機能ランタン 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 575,086 千円であり、当

社の総務、経理、経営企画及び商品開発に係る費用であります。 

 

 


